
７．職員の福祉及び利益の保護の状況

区　　分 受 診 者 数

63人

26人

7人

総　合　健　診

定　期　健　診

腰　痛　検　査

対　　　　象　　　　者

４０歳以上の職員及び、３０～３９歳の職員の半数を対象

上記対象職員以外を対象

保育士を対象

（１）福利厚生制度に関する状況

８．宗谷公平委員会の業務状況
（１）勤務条件に関する措置の要求の状況

（２）不利益処分に関する不服申し立ての状況

なし

なし

区　　分 発 生 件 数

2件

0件

公　務　災　害

通　勤　災　害

内　　　　容　　　　等

公務中の災害について療養補償などを行う

通勤途中の災害について療養補償などを行う

（３）公務災害補償制度

互助会名

北海道
市町村職員
福祉協会

【A】のうち
互助会等の事
務費・人件費
に充当してい
る公費負担額

互助会等に
対する公費
負担額

会員掛金
総額

互助会
会員数

互助会等二重
加入により控
除する人数

会員一人当た
りの公費の補
助金額（事務
費を含まない）

会員一人当た
りの公費の補
助金額（事務
費を含む）

公費負担率
（事務費を含
まない）

公費負担率
（事務費を含
む）

【B】【A】 【C】 【D】 【E】 （A-B）
（D-E）

2,813円2,473円0人91人1,166千円31千円256千円 16.2％ 18.0％

（２）北海道市町村職員福祉協会への公費の負担状況

　平成２６年度決算

（A）
（D-E）

（A-B）
（A-B+C）

（A）
（A+C）

互助会名

北海道
市町村職員
福祉協会

【A】のうち
互助会等の事
務費・人件費
に充当してい
る公費負担額

互助会等に
対する公費
負担額

会員掛金
総額

互助会
会員数

互助会等二重
加入により控
除する人数

会員一人当た
りの公費の補
助金額（事務
費を含まない）

会員一人当た
りの公費の補
助金額（事務
費を含む）

公費負担率
（事務費を含
まない）

公費負担率
（事務費を含
む）

【B】【A】 【C】 【D】 【E】 （A-B）
（D-E）

2,720円2,290円0人100人1,241千円43千円272千円 15.6％ 18.0％

　平成２７年度予算

（A）
（D-E）

（A-B）
（A-B+C）

（A）
（A+C）

　10月19日から25日までの『行政相談週間』に先立ち、１
日行政相談所と人権心配ごと相談所を合同で開設し、皆さんの
いろいろなご相談に応じます。
　国や役場などの役所の仕事に対するご質問やご意見、苦情
など、または普段の暮らしの中で困りごとなどありましたら、行
政相談委員と人権擁護委員にお気軽にご相談ください。
　相談は無料で、秘密は固く守られます。

行政相談・人権心配ごと相談
特設相談所を開設します

特設相談所
開　　催　　日

平成２７年１０月９日（金）
開催場所・時間

問寒別生涯学習センター　  ９：３０～１１：３０
幌延町生涯学習センター　１３：００～１５：００

相　　談　　員
行政相談委員　　谷口　弘子 さん
人権擁護委員　　稲垣　紘順 さん
　　　　　　　　三好　和夫 さん

５．職員の服務の状況

６．職員の研修及び勤務成績の評定の状況

区　　分

法令及び上司の命令に
従う義務

職務に専念する義務

争議行為等の禁止

信用失墜行為の禁止

秘密を守る義務

営利企業等の従事制限

政治的行為の制限

内　　　　　　　　　容 違反者数

0人

1人

0人

1人

0人

0人

0人

（１）職員研修の実施状況

（２）勤務成績の評定の状況

　当町においては、人事評価制度について未実施。

町内研修

派遣研修

新規採用職員研修

幌延町職員コンプライアンス研修

宗谷管内町村新規採用職員基礎研修（宗谷町村会）

宗谷管内町村職員初級研修（宗谷町村会）

宗谷管内町村職員中級研修（宗谷町村会）

宗谷管内町村監督者研修（宗谷町村会）

留萌・宗谷地区法務研修（応用）（宗谷町村会）

面接技法研修会（宗谷町村会）

町村職員研修講師養成講座（北海道町村会）

給与制度研修会（北海道町村会）

税務事務（基礎）《市町村民税課税》（市町村職員研修センター）

税務事務（基礎）《固定資産税課税》（市町村職員研修センター）

自治体新任管理者基礎（市町村職員研修センター）

サイバー攻撃対策セミナー（天塩警察署）

研修区分 研　修　内　容　［派　遣　先］ 回数

2回

1回

1回

1回

1回

1回

1回

1回

1回

1回

1回

1回

1回

1回

日数

2日

1日

3日

3日

3日

2日

2日

1日

3日

1日

2日

3日

2日

1日

受講者数

13人

40人

10人

5人

1人

3人

1人

1人

1人

2人

1人

1人

2人

1人

地方公務員法第３０条

（服務の根本基準）

　すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当っては、全力を挙

げてこれに専念しなければならない。

　職員は、職務を遂行するに当って、法令、条例、規定等に従い、且つ、上司の職務
命令に忠実に従わなければならない。

　職員は、勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために用い、職務
にのみ従事しなければならない。

　職員は、同盟罷業、怠業その他の争議行為をし、活動能率を低下させる怠業的行為
をしてはならない。

　職員は、その職の信用を傷つけ、または職員の職全体の不名誉となるような行為をし
てはならない。

　職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならず、証人等になった場合も任命権者の
許可が必要である。また、離職した後も同様である。

　職員は、営利を目的とする私企業を営み、または報酬を得てその事業等に従事しては
ならない。

　職員は、政治的団体の結成に関与し、これらの役員になってはならず、政治活動等を
行ってはならない。

ほろのべの窓　2015.10月号▶　10


